


（単位：千円）

売上高

売上原価

売上総利益

販売費及び一般管理費

営業利益

営業外収益

営業外費用

経常利益

特別利益

保険差益

特別損失

固定資産除却損

リース解約違約金

その他特別損失

税引前当期純利益

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

当期純利益

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

3,096

4,378,305

2,943,948

1,434,356

14,178

4,931

4,931
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1,395,185

10,396

137,812

167,736

1,404,432

685

766,313

68,862 

560,009

14,843,301

損　　益　　計　　算　　書

19,221,606

自　平成２４年　４月　１日

至　平成２５年　３月３１日

科 目 金 額



（単位：千円）

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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当 期 変 動 額 合 計

当 期 末 残 高

    

457,770

株主資本以外の項目の
当期変動額　（純額）

3,013,011当 期 首 残 高

当 期 変 動 額

 

 

剰 余 金 の 配 当

当 期 純 利 益

自 己 株 式 の 取 得

資本金

利 益 剰 余 金

株主資本
合計

資本準備金
繰越利益
剰余金

別途積立金

資本剰余金
合計

利益準備金
自己株式

利益剰余金
合計

その他利益剰余金

2,367,521 2,367,521 457,770 5,274,860 674,788

 360,000 △ 360,000

    

6,407,418 △ 249,064 11,538,885

    

 

   766,313 766,313

    △ 1,488

 

 

－  

  △ 154,293

－

  

 766,313

 △ 154,293△ 154,293

  

    

 △ 1,488

 

 

 

－ － － －

△ 250,553926,807 7,019,437

360,000 252,019 612,019

株 主 資 本

資 本 剰 余 金

5,634,860

別 途 積 立 金 の 積 立

当 期 純 利 益

自 己 株 式 の 取 得

△ 1,488 610,530

3,013,011

当 期 首 残 高

当 期 変 動 額

別 途 積 立 金 の 積 立

12,149,416

当 期 変 動 額 合 計

株主資本以外の項目の
当期変動額　（純額）

2,367,521 2,367,521

766,313

－

当 期 末 残 高

株主資本等変動計算書
自　平成２４年　４月　１日

至　平成２５年　３月３１日

△ 18,242 △ 18,242

剰 余 金 の 配 当 △ 154,293

△ 10,269 △ 10,269

7,972 7,972

7,972 7,972

12,139,146

△ 1,488

7,972

618,503

評価・換算差額等

純 資 産 合 計

評価・換算差額等合計

11,520,643

その他有価証券評価
差額金



個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

（1）資産の評価基準及び評価方法
①有価証券

子会社株式 移動平均法による原価法

その他有価証券
・時価のあるもの

産直入法により処理し、売却原価は総平均法により算定）

・時価のないもの 総平均法による原価法

②デリバティブ 時価法

③たな卸資産
・商品 移動平均法による原価法によっております。
・製品 総平均法による原価法によっております。
・貯蔵品 最終仕入原価法による原価法によっております。

（3科目全てにおいて収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

（2）固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産

（リース資産を除く）
ものについては定率法によっております。

②無形固定資産
（リース資産を除く）
・自社利用のソフトウエア

よっております。

・その他の無形固定資産 定額法によっております。

③リース資産 リース期間を耐用年数とした定額法によっております。

（3）引当金の計上基準
①貸倒引当金

見込額を計上しております。

②賞与引当金
計上しております。

③株主優待経費引当金
に発生すると見込まれる額を計上しております。

（追加情報）
　当社は、役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上し
ておりましたが、役員退職慰労金制度の廃止に伴い、平成24年６月22日開催の定時株主
総会および取締役会において、役員退職慰労金の打ち切り支給を決議いたしました。こ
れにより、役員退職慰労引当金224，418千円を全額取り崩し、将来の打ち切り支給予定
額を長期未払金に計上しております。

従業員の賞与の支出に充てるため、支給見込額により
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決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資

農業機械及び平成10年4月1日以後に取得した建物
（建物付属設備を除く）については定額法、それ以外の

株主優待制度に基づく支出に備えるため、当事業年度

社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法に

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権に
ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能



（4）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
①ヘッジ会計の方法
・ヘッジ会計の方法

しております。

・ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段…通貨スワップ及び金利スワップ
ヘッジ対象…借入金

・ヘッジ方針

・ヘッジ有効性評価の方法

おります。

②消費税等の会計処理

の費用として処理しております。

２．会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更
　当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成24年4月1日以後に取得し
た有形固定資産につきましては、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更
しております。なお、この変更による当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前
当期純利益に与える影響は軽微であります。

通貨スワップについては、振当処理の要件を満たして

通貨スワップについては、ヘッジ手段の想定元本と

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によって
おり、控除対象外消費税及び地方消費税は、当事業年度

特例処理の要件を満たしているため、特例処理を採用
いるため振当処理を行い、金利スワップについては、
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外貨建借入金の為替相場の変動リスクを回避する目的で

相場変動を相殺するものと想定することができるため、
また、金利スワップについては、特例処理の要件を

回避する目的で、金利スワップを行っております。

満たしているため、ヘッジの有効性の評価を省略して

通貨スワップを行い、借入金に関する金利変動リスクを

ヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、かつ、



３．貸借対照表に関する注記

（1）有形固定資産の減価償却累計額 千円

（2）関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。
・関係会社に対する金銭債権 千円
・関係会社に対する金銭債務 千円

４．損益計算書に関する注記

　　関係会社との取引高
①営業取引
・売上高 千円
・仕入高 千円

② 営業外取引
・賃貸料収入 千円

５．株主資本等変動計算書に関する注記

（1）発行済株式の総数に関する事項

（2）自己株式の数に関する事項

（注）自己株式の数の増加は単元未満株式の買取2千株であります。

（3）剰余金の配当に関する事項
①配当金支払額等

・ 配当金の総額 154,293千円
・ 1株当たり配当額 20円
・ 基準日 平成24年3月31日
・ 効力発生日 平成24年6月25日

②基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌事業年度になるもの
平成25年6月21日開催予定の第51回定時株主総会において次のとおり付議いたします。
・ 配当金の総額 154,247千円
・ 1株当たり配当額 20円
・ 基準日 平成25年3月31日
・ 効力発生日 平成25年6月24日

13,140
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株式の種類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 千株 8,115

千株千株 －
当事業年度増加株式数 当事業年度末の株式数

8,115 千株－

当事業年度減少株式数

402 千株

千株 － 千株

456,761
259,733

31,203,263

32,424
796,930

株式の種類 当事業年度期首の株式数

普 通 株 式 400 千株 2



６．税効果会計に関する注記

（1）繰延税金資産の発生の主な原因別内訳
繰延税金資産

未払事業税 千円
賞与引当金否認額 千円
未払費用否認額 千円
貸倒引当金繰入超過額 千円
未払役員退職慰労金否認額 千円
減損損失累計額 千円
投資有価証券評価損 千円
株主優待経費引当否認額 千円
減価償却超過額 千円
その他有価証券評価差額金 千円
その他 千円
繰延税金資産小計 千円
評価性引当額 千円

繰延税金資産　合計 千円

（注）繰延税金資産は貸借対照表の以下の項目に含まれております。

流動資産－繰延税金資産 千円
固定資産－繰延税金資産 千円

（2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の内訳
法定実効税率 ％

（調整）
交際費等永久に損金に算入されない項目 ％
住民税均等割 ％
評価性引当額 ％
その他 ％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 ％

21,885
60,933

19,143

246,108

2,226

1,678

8,862

5,337

26,698
9,771

79,282
10,287

△ 128,734
117,373

22,460
94,913

37.7

1.3
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3.4
2.0
0.7
45.1



７．リースにより使用する固定資産に関する注記

　貸借対照表に計上した固定資産のほか、機械及び建物等の一部については、所有権移転
外ファイナンス・リース契約により使用しております。

（1）ファイナンス・リース取引
①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

千円 千円 千円
千円 千円 千円
千円 千円 千円

②未経過リース料期末残高相当額
1年以内 千円
1年超 千円

合計 千円

③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額
支払リース料 千円
減価償却費相当額 千円
支払利息相当額 千円

④減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし残存価額を零とする定額法によっております。

⑤利息相当額の算定方法
リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額としております。
また、各期への配分方法については利息法によっております。

（2）オペレーティング・リース取引
オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

1年以内 千円
1年超 千円

合計 千円

（減損損失について）
リース資産に配分された減損損失はありませんので、項目等の記載は省略しております。
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合 計

379,516

409,174
2,349

1,955,363 1,543,839 411,523

1,938,208
17,154

1,529,034
14,805

取得価額相当額 減価償却累計額相当額
機械及び装置
そ の 他

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年
３月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に
よっており、その内容は以下のとおりであります。

16,324

416,577
16,171

11,126
5,198

期末残高相当額

44,626
424,142

463,563



８．金融商品に関する注記

（1）金融商品の状況に関する事項
①金融商品に関する取組方針

②金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

③金融商品の時価等に関する補足説明

（2）金融商品の時価等に関する事項

（単位：千円）

(1)現金及び預金

(2)受取手形

(3)売掛金

(4)投資有価証券

その他有価証券

(1)支払手形

(2)買掛金

(3)借入金（1年超のものも含む）

(4)未払金（1年超のものも含む）

(5)リース債務（1年超のものも含む）

デリバティブ取引

－

－
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資 産 計

負 債 計

15,434

207,136

240,182

3,666,491

4,923,682

17,611

725,138

3,684,102

4,939,116

20,832,164

－ －

6,980,465

20,591,982

－

6,773,328

　当社は、資金運用については短期的な預金等を中心に行い、資金調達については銀
行借り入れによる方針です。デリバティブは、金利変動リスク及び為替変動リスクを
回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針です。

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理
的に算定した価額が含まれています。当該価額の算定においては変動要因を織り込ん
でいるため、異なる前提条件を採用することにより、当該価額が変動することがあり
ます。

－

　平成25年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の
とおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表に
は含まれておりません。

差額区分

6,491,909

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の債務不履行による信用リスクに晒されており
ます。当該リスクに関しては、債権管理規程に基づき、与信管理の徹底による不良債権発生未
然防止を主眼に運用しておりますが、発生した不良債権へも適切に対処しております。
　投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関
係を有する企業の株式であり、上場株式については四半期毎に時価の把握を行っております。
　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。
　借入金は主に賃貸機械等の設備投資に必要な資金の調達を目的にしたものであります。この
うち一部は変動金利及び外貨建であるため、金利と為替の変動リスクに晒されておりますが、
金利スワップ及び通貨スワップをヘッジ手段として利用しております。
　長期未払金及びリース債務は、賃貸機械等の導入に関する資金調達を複合的に行う目的で、
割賦契約及びファイナンス・リース契約により行っており、市場金利の変動リスクに晒されて
おります。当該リスクに関しては、四半期毎に契約条件を見直しております。
　デリバティブ取引の利用にあたっては、借入金の将来の金利市場における金利上昇による変
動リスク及び、為替市場における為替の変動リスクを回避することを目的とした金利スワップ
と通貨スワップに限定しております。
　なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方法、ヘッジ有効性の評価方法
等については、「1．重要な会計方針に係る事項に関する注記(4)その他計算書類の作成のため
の基本となる事項①ヘッジ会計の方法」をご覧下さい。

－

－

－

－

114,781

2,665,838

725,138

12,061,790

2,789,260

貸借対照表
計上額

4,503,341

114,781

2,789,260

時価

6,491,909

2,665,838

12,061,790

4,503,341



資産
（1）現金及び預金、（2）受取手形、（3）売掛金

（4）投資有価証券
これらの時価について、株式等は取引所の価格によっております。

負債
（1）支払手形、（2）買掛金

（3）借入金、（4）未払金、（5）リース債務

デリバティブ取引
（1）ヘッジ会計が適用されていないもの
該当するものはありません。

（2）ヘッジ会計が適用されているもの
①通貨関連

（*1）想定元本を契約額等として表示しております。

（*2）通貨スワップの振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されて

いるため、その時価は、当該借入金の時価に含めて記載しています。

②金利関連

（*1）想定元本を契約額等として表示しております。

（*2）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されて

いるため、その時価は、当該借入金の時価に含めて記載しています。

時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

９．賃貸等不動産に関する注記

10．持分法損益等に関する注記

非連結子会社に関する事項

　これらは短期間で決済するため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に
よっております。

　これらは短期間で決済するため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に
よっております。

金利スワップの
特例処理

金利スワップ取引
受取変動・支払固定 借入金（*1） 2,325,272

　これらの時価については、元利金の合計額を同様の契約を行った場合に想定される利率で割
り引いて算定する方法によっております。

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象

主なヘッジ対象
契約額等
（千円）

1,455,880

8,000
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　利益基準及び剰余金基準からみて重要性が乏しい非連結子会社のみであるため、記載を省略
しております。

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「（4）投資
有価証券」には含めておりません。

　当社は北海道において、賃貸収益を得ている不動産を有しておりますが、重要性に乏しい
ため記載を省略しております。

その他の関係会社有価証券

非上場株式 2,814

通貨スワップの
振当処理

通貨スワップ取引
借入金（*1） 225,000

区　分 貸借対照表計上額（千円）

ヘッジ会計の方法 取引の種類

関係会社株式 10,000

時価
（千円）

125,000 （*2）

時価
（千円）

（*2）

契約額等のうち1年超
（千円）

契約額等
（千円）

契約額等のうち1年超
（千円）



11．関連当事者との取引に関する注記

（1）親会社及び法人主要株主等

（注）

2.取引条件及び取引条件の決定方針等
当社と関連を有しない他の当事者とおおむね同一の取引条件としております。

（2）子会社及び関連会社等

（注）

2.取引条件及び取引条件の決定方針等
①

②

12．1株当たり情報に関する注記

（1）1株当たり純資産額
（2）1株当たり当期純利益

13．重要な後発事象に関する注記

該当する事項はありません。

15,000

建設機械
のレンタ

ル・
販売業

421,655賃貸料収入他

損害保険代理
業・生命保険
の募集に関す

る業務

（被所有）
直接11.17

損害保
険取引

2,817

科目
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子会社
㈱ユニバーサル

ハウス
北海道
帯広市

1.上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が
　含まれております。

法人主
要株主

期末残高
（千円）

議決権等の
所有

（被所有）割合

（％）

役員の
兼任等

事業上
の関係

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目

（被所有）
直接19.65

兼任
4人

法人主
要株主

㈱アクティオ

属性
会社等の

名称
住所

資本金又
は出資金
（千円）

ユニバーサル㈱ -

299,178包括的
業務提
携契約
を締結

賃借料 703,711 10,087

未払金

買掛金

売掛金

属性
会社等の

名称

資本金又
は出資金
（千円）

事業の内
容又は職

業
住所

10,000

事業の内
容又は職

業

東京都
中央区

6,584,500

東京都
中央区

99円35銭

簡易組立ハウスの購入については、製造原価を勘案し、市場価格を参考に交渉の上決定してお
ります。

賃貸料については当社と関連を有しない他の当事者とおおむね同一の取引条件としておりま
す。

購入他 支払手形 259,733

（所有）
直接100.00

支払手形

291,003

土地建物賃貸料収入

支払保険料

取引金額
（千円）

-

簡易組立
ハウス製
造・販売

等

立替金

簡易組立ハウス

議決権等の
所有

（被所有）割合

（％）

452,374

役員の
兼任等

事業上
の関係

32,424賃貸料収入他

期末残高
（千円）

945,207

-

1,573円98銭

取引の内容

13,140

796,930

1.上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が
　含まれております。

その他流動資産 4,386兼任
2人

簡易組
立ハウ
スの製
造委託

関係内容
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